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１ 総合戦略における基本的な考え方

本市では、単に人口減少を抑制するという観点だけではなく、市民の生活の質や

満足度を高める観点から、４つの「基本目標」を設定している。また、基本目標に

寄与する方策を明確にするため、７つの「重点項目」を設定し、中長期的な視点か

ら捉えた『あるべき姿』を整理したうえで、施策の『基本的方向』を明らかにして

いる。

本市には、県都として、本県の人口流出を抑えるダム機能を高めるとともに、国

富町及び綾町と形成している連携中枢都市圏の中心都市として、都市機能の更なる

強化を図り、圏域の経済成長のけん引や、生活関連機能サービスを確保していくこ

とが求められるため、特に、若い世代の定着や流入を意識して、各種施策に取り組

んでいくこととしている。

また、地方創生に向け、限られた経営資源や地域資源を有効に活用するために、

地域の多様な主体と連携し、知恵やノウハウを共有しながら、新たな価値を共に見

出す「共創」の考え方を基本に、地域の特性や市民ニーズに合った実効性の高い取

組を推進し、地域経済の持続的な発展を目指していく。

２ 総合戦略の期間

平成 27 年度（2015 年度）から平成 31 年度（2019 年度）まで

３ 施策や事業の推進と効果の検証（実施体制）

本市では、総合戦略の策定、施策や事業を推進していくため、庁内に市長を本部

長とする「宮崎市地方創生推進本部」を設置している。

また、産官学金労言の代表で構成する協議体については、連携中枢都市圏の取組

を重視し、国富町や綾町と連携した施策の展開を図るため、圏域の多様な主体で構

成する「宮崎広域連携推進協議会」を共同で設置している。

さらに、協議会のもとに、総合戦略を構成する具体的事項の協議や、施策や事業

の検証等を行う実動組織として、産官学金労言の構成員に加え、ＮＰＯ法人等の代

表で構成する「専門部会」を設けており、それぞれの協議体が連携することで、総

合戦略の効率的、かつ効果的な推進と、その評価を踏まえた施策や事業の見直しを

適切に行っていくこととしている。

基本方針

地域に愛着をもち、新たな価値を共に築く

～「ひと」に優しく、「癒し」のある『豊かな地域社会』の実現を目指して～
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４ 総合戦略の体系

基本目標 あるべき姿

Ⅰ

良好な生活機

能を確保する

・男女の初婚年齢が早まり、婚姻率が高まっている
・出産や育児に関する認識が高まり、合計特殊出生率が向上している
・子どもと接する時間、男性の家事に従事する時間が増えている
・保育士の定着が図られ、保育サービスが充実している
・子育てに係る相談等の機能が充実し、利用しやすい環境になっている
・地元の地域資源や社会資源に関心を持つ児童・生徒が増えている

・医療や福祉分野における人材が育成され、サービス提供体制が確保されている
・健康寿命が延び、市民がいきいきと健康に暮らしている
・地域包括ケアシステムが確立し、高齢者が住み慣れた地域で自分らしい生活を
続けている
・高齢者の生きがいの場が創出され、地域や社会活動への関与が大きくなっている

・既存ストックが有効に活用され、良質な住宅が供給されている
・エネルギーの地産地消が進展し、域内の経済循環が高まっている
・市民の防災意識が向上し､安全で安心なコミュニティが形成されている
・地域の多様な主体が連携し、自律性の高いコミュニティが形成されている
・ごみの排出量が減少し、リサイクルが進んでいる
・山林や河川が保全され、多面的で公益的な機能が維持されている
・地域連携の取組が推進され、定住や移住につながっている

Ⅱ

良好な就業環

境を確保する

・若い世代の地元産業に対する関心が高まるとともに、地域や企業ニーズに合った
人材が育成されている
・経営者の経営能力が向上し、従業員のスキルアップが図られている
・高等教育機関等の地元貢献が進んでいる

・若い世代の地元就業率が向上し、正規雇用者が増加することなどで、市民
所得が向上している

・付加価値の高いフードビジネスの進展により、産業の裾野が広がっている
・わが国有数の食糧供給基地として確固たる地位を築いている
・ＩＣＴ産業が集積し、雇用の創出と商業の振興につながっている
・域内の中核企業が成長し、各種産業の生産性が向上している
・事業所の開業率が上がり、産業の新陳代謝が高まっている
・ワーク・ライフ・バランスが図られ、ビジネススタイルが多様化し、女性や
高齢者の社会進出が進んでいる

Ⅲ

魅力ある価値

を創出する

・国内外に宮崎の文化を発信し、認知度が高まっている
・訪日外国人旅行者の受入環境が整備され、滞在や周遊できる観光地域づくりが進
み、観光入込客や観光消費額が増加している
・宮崎の食の魅力が認知され、販路や交流人口が拡大している
・癒しの場として注目され、市民のホスピタリティに対する意識が向上している

Ⅳ

地域特性に

合った社会基

盤を確保する

・基幹道路等のインフラ、広域公共交通網が構築され、都市機能が有効に活用され
ている
・コミュニティバスやデマンド交通など、地域の実情に応じた公共交通が構築され
ている
・公的不動産が公民連携によって、有効に活用され、まちづくりに寄与している
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重点項目 重点目標 主要施策

多様なライフスタイルに対応した

１ 子育て支援の充実

2025 年問題を見据えた

２ 医療・福祉の充実

生活の質の向上と移住の促進を図る

３ 居住環境の充実

○「子育てしやすい地域であ
る」と思う人の割合

○医療サービスに満足してい
る人の割合

○「いつまでも在宅で生活した
い」 と思う人の割合

○居住環境に満足している人
の割合

○協働で行われている事業の数

○移住センターが関与した移
住世帯の 3年後の定着率

１－１ 結婚サポートや出産ケアの充実
１－２ 乳幼児等の健康の保持と増進
１－３ 幼児教育・保育サービスの提供
１－４ 学校教育・放課後児童対策の

充実
１－５ 子育て家庭への生活支援と相談

機能の充実

２－１ 高次医療サービスの提供
２－２ 地域医療サービスの確保
２－３ 地域包括ケアシステムの構築
２－４ 障がい者の自立と社会参加の

促進

３－１ 既存ストックの有効活用
３－２ スマートシティの取組の推進
３－３ 防災対策の推進
３－４ 環境保全の推進
３－５ 地域コミュニティの活性化
３－６ 移住・定住対策の推進

地域や企業ニーズに合った

４ 人材の育成

○県内就職した新規学卒者の
３年以内の離職率
 
○県内新規学卒者の就職内定
者のうち県内就職内定率

４－１ キャリア教育・学び直しの場の
提供

４－２ 地域や企業ニーズに対応した
人材の育成等

４－３ 新規就農者・農業法人の育成
４－４ 地元企業への就職を促す仕組

みの構築

若い世代の定着や生産性の向上を図る

５ 雇用の場の創出

○正規雇用者数

○市内の女性の有業率

○市内の 60 歳以上 70 歳未満
の有業率

交流人口や販路の拡大を図る

６ ブランド力の向上

○宿泊者数

○観光消費額

○観光入込客数

６－１ 宮崎らしさを生かした取組の
推進

６－２ スポーツランドみやざきの推進
６－３ 観光客受入環境の充実
６－４ 国内外の市場開拓

５－１ 農林水産業の生産基盤の確立
５－２ 企業立地と設備投資の促進
５－３ 創業や事業承継等の促進
５－４ 新商品・新技術等の開発
５－５ 中心市街地のにぎわいの創出
５－６ 雇用形態の多様化・労働力の

確保
５－７ 雇用環境の改善

７ 広域公共交通網の構築

とインフラの維持・整備

○「公共交通の利便性が確保
されている」と思う人の割
合

７－１ 都市機能の集約化
７－２ 広域公共交通網の構築
７－３ 物流体制の整備
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５ 重点プロジェクト

（１）重点プロジェクトの意義

本市では、平成 72 年（2060 年）の将来推計人口モデルを踏まえ、できるだけ

早く社会の若返りを図り、地域の活力を維持、向上させていけるよう、

○ 結婚や妊娠の希望を後押しするため、安心して出産や子育てができる環境

をつくっていく

○ 若い世代の進学や就職を地元に向け、大都市圏で活躍する人材の流入を促

すため、チャレンジしやすい環境をつくっていく

○ ヒト・モノ・カネを有効に活用し、外貨の獲得につなげるため、様々な分

野で連携しやすい環境をつくっていく

○ 多様で自律性のある地域コミュニティを形成するため、まちづくりを担う

人材を育成し、多様な主体が連携しやすい環境をつくっていく

といった取組を、地域の多様な主体と連携して推進していくものとする。

そこで、本市では、短期的な取組となる総合戦略の実効性を高め、人口減少の

スピードを抑え、地域経済の持続的な発展を図るため、選択と集中の観点から、

分野横断的な取組となる重点プロジェクトを設定し、複数の重点項目に寄与する

取組として重要施策を構成する。

また、重点プロジェクトの取組に当たっては、「ひと」に優しく、「癒し」のあ

る『豊かな地域社会』の実現を目指して、限られた経営資源を重点的に投資し、

地域資源を有効に活用するとともに、地元に誇りや愛着を持ち、生活の質を向上

させる観点から、『生む』『つなぐ』『稼ぐ』という視点をもって、重要施策を強

力に推進し、本市の産業や地域振興を図っていく。

（２）重点プロジェクトの構成

本市には、一定の都市機能が集積しており、職住近接をはじめとして、豊かな

食材や食文化に恵まれ、ゴルフやマリンスポーツ等の自然を生かしたアクティビ

ティが充実しているなど、大都市圏にはない豊かさや様々な魅力がある。

また、人口減少が進展する中で、地域経済を持続可能なものとするには、子育

てしやすい環境を整備するとともに、地域への愛着や関心を高め、若い世代の定

着や流入を促進し、労働の生産性を向上させていく必要がある。

そこで、重点プロジェクトにおける重要施策の取組に当たっては、将来を担う

人材を育成するとともに、本市の強みである「食」「スポーツ」「神話」「花」を生

かして、地域の多様な主体と連携しながら、本市への新しい人の流れをつくり、

地域の多様性を生かして、様々なコミュニティが有機的に結びつき、自律性の高

いコミュニティを形成するなど、産業の稼ぐ力を高め、地域の総合力を引き出す

取組を推進していく。
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地域に新たな雇用やビジネスを創出し、多様な働き方や雇用環境の改善を促すとと

もに、地域と連携したキャリア教育１を推進することで、人材の育成や定着を図り、地

域経済の活性化につなげていく。

基幹産業である農業の生産基盤を維持するとともに、豊かで良質な農畜水産物を生

かしたフードビジネスを推進し、販路や交流人口の拡大を図ることで、ブランド力を

向上させていく。

重要施策１ 地域との連携による人材の定着と流入の促進

地元企業等の雇用環境の見える化を推進し、多様な手段による情報発信を行うほか、教育機

関や地元企業等との連携により、地域資源を生かしたキャリア教育の推進、地域や企業ニーズ

に合った人材の育成、企業の経営者の経営能力や従業者のスキルの向上を図るとともに、外部

からの人材登用を促進する。

１ 社会の中で自分の役割を果たし、自分らしい生き方を実現していけるよう、一人一人の社会的・職業的自立に

向け、必要な基盤となる能力や態度を育てる教育。
２ Information and Communication Technologyの略。コンピュータや情報通信ネットワークなどの情報コミュ
ニケーション技術のこと。

３ 新たに企業を設立すること。既存の企業が、社内に新規事業部門を立ちあげるときも社内ベンチャーと呼ぶ場

合がある。

重要施策２ 地元産業の成長と新たな市場開拓につながる創業の支援

高い収益力を持つ中核企業の経営を強化し、中小企業等の生産性の向上や円滑な事業承継を

促進することで、労働力を確保するとともに、新たな市場の開拓に目を向けた創業を支援する。

重要施策３ 中心市街地における雇用と価値の創出

ＩＣＴ２関連企業等の立地やベンチャー３の起業などを支援し、遊休不動産の利活用を促進す

ることで、雇用やにぎわいを創出し、中心市街地の価値を高めるとともに、効果的な情報発信

により、民間投資の誘発を図る。

重要施策１ 新規就農者の育成と定着の促進

新規就農に向けた情報発信を強化し、農業後継者を含む新規就農者を育成するとともに、多

様な営農形態を確立することで、新規就農者の早期の経営安定化や定着を図る。

重要施策２ 農業の生産性の向上

農業生産において、ＩＣＴを活用し、省力化や生産性の向上を図るとともに、遊休農地を有

効に活用し、農地の集約や大規模化を図る。

重要施策３ 食を生かした取組による販路と交流人口の拡大

豊富な農畜水産物を生かし、異業種間の連携を強化することで、消費者ニーズに合った

商品等を開発するなど、更なるブランド化を推進するとともに、物流体制を確保し、農畜

水産物や加工品の競争力を向上させるなど、食を生かした取組を推進することで、国内外

への販路や交流人口の拡大を図る。

クリエイティブシティ推進プロジェクト１

フードシティ推進プロジェクト２
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観光資源を磨き上げ、観光ルートの形成や受入体制の充実を図ることで、広域的な

観光地域づくりを推進するとともに、東京オリンピック・パラリンピック競技大会な

どの開催を見据え、プロスポーツキャンプ・大会等の受け皿となるインフラ４や受け入

れのノウハウ等を生かし、新たなファンの獲得に向けて、「総合スポーツ戦略都市みや

ざき５」の取組を推進していく。

子どもや親に幸せの実感が得られるよう、安心して子どもを産み、育てやすい環境

を整備するとともに、子どもの生涯にわたる人格形成の基礎を培い、子どもたちが夢

や目標をもち、自ら未来を切り拓いていけるよう、学校教育の充実を図っていく。

４ infrastructure（インフラストラクチャー）の略。社会基盤となる施設等。
５ 本市が地域経済の活性化や市民スポーツの向上等のために、戦略的に施策や事業を推進していくという都市イ

メージを表現したもの。
６ 西橘通りのほか、中央通りや西銀座通りなどを含めた繁華街全体の通称。
７ 自然や歴史、食、スポーツ等を、見たり、食べたり、体験したりするなど、楽しみを目的とする旅行一般を指す。

重要施策１ 観光資源のブランド化の推進

観光地「青島」の素材を磨き、「一ツ葉」地域の観光資源を結びつけるとともに、「ニシタチ６」

との回遊性を確保し、ブランドイメージを高めることで、交流人口の拡大と滞在性の向上を図る。

重要施策２ 新たなファン獲得に向けた連携や交流の推進

広域的な観光地域づくりに向けて、地域資源を生かしたツーリズム７を創出し、観光資源のブラ

ッシュアップを図るとともに、観光地や宿泊施設等での観光客の利便性を高めるなど、受入環境を

向上させ、効果的に情報を発信することで、新たな観光産業や交流を生む基盤づくりを推進する。

重要施策３ 「総合スポーツ戦略都市みやざき」の取組の推進

東京オリンピック・パラリンピック競技大会などの開催を見据え、スポーツキャンプや合宿、大

会等を誘致し、認知度のあるプロスポーツキャンプ等を生かして、誘客効果の高い取組を推進する。

重要施策１ 子育て家庭の負担の軽減

安心して妊娠や出産ができる環境を整備するとともに、子どもの健康保持や学習機会の提供など

に係るサービスを利用しやすくするほか、相談機能を充実し、子育てにおける負担の軽減を図る。

重要施策２ 多様な幼児教育・保育サービスへの対応

保護者の就労形態に応じた保育サービスを充実させ、就業者が多く保育ニーズの高い中心市

街地の保育環境の整備を促進するとともに、保育士等の処遇改善に向けて、多面的な支援を行

うほか、関係団体と連携し、保育士等の人材確保や質の向上を図る。

重要施策３ 次代を生き抜く感性豊かな子どもの育成

子どもたちが、豊かな人間性と人格を形成し、将来、様々な分野で力を発揮することができるよ

う、小・中学校における教育環境を整備するとともに、主体的に学び考える力や心を育てる指導の

充実を図る。

観光地域づくり推進プロジェクト

子ども・子育て推進プロジェクト

３

４
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複雑・多様化する地域課題の解決に向け、担い手となる人材を育成し、地域の多様

な主体の連携を強化するとともに、ビジネスの手法等を用いた地域の自主的、かつ持

続的な取組を促進することで、自律性の高いコミュニティを形成していく。

また、関係機関や関係団体と協力して、移住相談や移住者のフォローアップを行う

とともに、産業や地域振興などの取組と連携し、空き家等の既存ストック８の流通を促

進していく。

８ これまでに整備された基盤施設や公共施設、建築物等の都市施設。
９ 社会的課題をビジネスの手法で解決していく活動。
１０ 地域住民が主体となって、地域課題をビジネスの手法で解決していく活動。

重要施策１ 多様な主体による公共サービスの提供

高齢者等の地域や社会活動への参加を支援し、多様なコミュニティを創出するほか、ソーシ

ャルビジネス９やコミュニティビジネス１０等の取組を促進し、地域や住民ニーズに合った公共サ

ービスの提供につなげるとともに、地域住民の交流や多様な主体の活動拠点となるコミュニテ

ィ施設等を適切に運営することにより、持続的で、自律性の高いコミュニティを形成する。

重要施策２ 移住ネットワークの構築と移住者の定着の支援

人材の流入を図るため、雇用や生活に係る官民のネットワークを構築し、地域の魅力発信や

移住希望者のニーズに合ったサービスを提供するとともに、適切なフォローアップ等を行うこ

とで、移住者の定着につなげる。

重要施策３ 既存ストックの流通の促進

関係団体等と連携して、空き家物件の情報収集を行い、効果的に情報を発信するとともに、

各種施策と連携して既存ストックの流通を促進することで、良好な住環境を確保する。

地域コミュニティ活性化プロジェクト５
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６ 重点項目の基本的方向及び主要施策

基本目標Ⅰ 良好な生活機能を確保する

重点項目１ 多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」

（１）重点目標

（２）主要施策

１－１ 結婚サポートや出産ケアの充実

○ 県等の関係機関と連携するなど、結婚を希望する独身者に出会いの場を提供

する。

○ 妊産婦健診の充実など、安心して出産できる環境を整備する。

○ 不妊に悩む夫婦に対して、不妊治療に係る経済的な支援を行う。

基本的方向

■ 結婚・妊娠・出産・子育ての希望がかなうよう、個人の気持ちを後押しし、

選択の幅を広げる取組を推進する。

■ 子どもたちに幸せの実感が得られるよう、家庭をはじめ、市民や地域の子

育てや家事に対する認識を高め、子育ての時間を豊かにする。

■ 多様なライフスタイルや社会情勢の変化に柔軟に対応するため、保育環境

の充実やスキルの高い保育士等の育成を図る。

■ 子どもたちが、その置かれた状況にかかわらず、将来への夢をもって成長

できるようにする。

■ 学校や地域、ＮＰＯ、企業等の多様な主体との連携などにより、放課後等

の支援体制を確保し、子どもが安心して過ごせる環境を充実する。

■ 子育て支援施設が有する情報を充実させ、関係機関との連携強化や一元的な

対応により、子育て世代が利用したり、相談したりしやすい環境を整備する。

■ 幼少期から教育を通して、地域資源や社会資源を生かしたキャリア人材を

育成し、地域への愛着や関心を高める。

指標 現況値 目標値 出典等

「子育てしやすい地域である」と

思う人の割合

66.3％
（2017）

69.8％
（2019）

市民意識調査
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■ 重要業績評価指標（KPI）

※ 産婦健康診査事業は、2017年度からの実施であるため、現況値は表記していない。

１－２ 乳幼児等の健康の保持と増進

○ 子どもが早期に必要な治療が受けられるよう、未就学児における医療費の無

料化を継続するとともに、対象の拡大を検討する。

○ 定期・任意予防接種を充実し、感染症１１の発生やまん延、発症時の重症化を

予防する。

○ 出産前後における必要な知識や情報の提供のほか、地域の医療機関等と連携

し、乳幼児の健康診査や保健指導等を実施するとともに、母子の健康や乳幼児

の発達に関する相談対応及び情報提供を行う。

■ 重要業績評価指標（KPI）

１－３ 幼児教育・保育サービスの提供

○ 保育ニーズの高い地域における保育環境を整備するほか、関係団体と連携し

ながら、多様な就労形態に応じた保育サービスの充実を図るとともに、保護者

の保育に係る経済的な負担の軽減、一時的な保育の利用や特別な支援が必要な

子どもに対応した保育環境づくりに努める。

○ 保育士等の処遇改善に向けて、多面的な支援を行うとともに、関係団体と連

携した就職説明会や研修等を開催し、保育士等の人材確保や質の向上を図る。

指標 現況値 目標値 出典等

産婦健診受診率 ―

（※）

78.5％
（2019）

親子保健課調べ

特定不妊治療費助成件数 332件
（2016）

345件
（2019）

親子保健課調べ

指標 現況値 目標値 出典等

乳幼児医療費助成事業の継

続

継続

（2016）
継続

（2019）
親子保健課調べ

母子保健相談延べ支援件数 2,819件
（2016）

3,000件
（2019）

親子保健課調べ

１１ 細菌やウイルスなどに起因する病気。ここでいう感染症は、ワクチンによって免疫が得られるもので、麻しん、

風しん、日本脳炎などをいう。
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■ 重要業績評価指標（KPI）

※ 潜在保育士の再就職者数は、2017年度からの取組であるため、現況値は表記していない。

１－４ 学校教育・放課後児童対策の充実

○ 児童クラブ１３の定員拡大を図るほか、すべての児童が利用できる放課後子ど

も教室１４や児童館等の運営に加え、地域の多様な主体との連携により、児童に

安全で安心な放課後等の居場所を確保し、保護者の子育てを支援するとともに、

子どもの育ちを助ける。

○ 児童生徒の人間関係づくりや居心地のよい学級づくりを支援するとともに、

いじめ問題への対応に関する教職員の研修会の開催、不登校の児童生徒に対す

る相談や適応指導を適切に行い、いじめや不登校の未然防止及び早期の発見・

対応を図る。

○ 特別な教育的支援を必要とする児童生徒に対して、支援員を適切に配置し、

児童生徒の個性に応じた学習指導を行うとともに、学校生活における安全面に

配慮することで、学習環境の充実を図る。

○ 小・中学校の教育課程において、ＩＣＴの活用をはじめ、地域や地元産業等

と連携し、体験学習やキャリア教育等の充実を図るとともに、新学習指導要領

に対応した外国語教育を実施するなど、豊かな国際感覚をもった児童生徒の育

成に努める。

■ 重要業績評価指標（KPI）

指標 現況値 目標値 出典等

保育所等の待機児童数１２

［翌年度 4月 1日現在］
28人
（2016）

0人
（2019）

保育幼稚園課調べ

潜在保育士の再就職者数

（累計）

―

（※）

30人
（2017～2019）

保育幼稚園課調べ

指標 現況値 目標値 出典等

児童クラブの待機児童数１５

［5月 1日現在］
251人
（2017）

200人
（2019）

生涯学習課調べ

「地域や社会をよくするため

に何をすべきかを考えること

がある」と回答した生徒の割合

42.0％
（2016）

43.0％
（2019）

学校教育課調べ

１２ 保育所等の利用申込みを行っており、利用に至っていない児童。他に空きがあるにもかかわらず、特定の保育

所等を希望し、その空きを待っている児童を除く。
１３ 児童の保護者が、就労等により、放課後等に家庭が面倒を見ることができない場合に、その児童の適切な遊び

と生活の場を提供するもの。
１４地域住民の参画のもと、放課後や週末等に小学校や公民館等を活用して、安全で安心な子どもたちの活動拠点（居

場所）を提供するもの。
１５ 児童クラブ利用を希望しているが、希望する児童クラブが定員に達しているために入会できない児童のこと。
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１－５ 子育て家庭への生活支援と相談機能の充実

○ 乳幼児や小学生の児童を有する子育て家庭の育児を支援するため、地域の会

員同士で支え合うファミリー・サポート・センター１６事業を推進する。

○ 地域子育て支援センター１７の職員の専門性を高め、情報の充実を図るととも

に、保健所や保健センター等の関係機関との連携を強化し、相談体制を充実さ

せる。

○ 総合発達支援センター１８など発達に障がいのある児童の受け入れ施設の充実

や、関係機関との連携を強化し、早期療育体制の強化に努めるとともに、早期

相談や早期支援において、重要な役割を果たしている専門職員に対し、研修の

機会を提供するなど、人材のスキル向上を図る。

○ 子どもが、その置かれた状況にかかわらず、健やかに成長できるよう、学習

支援や食事の提供など、関係団体等による居場所づくりの取組を支援する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

指標 現況値 目標値 出典等

ファミリー

・サポート

・センター

の運営

活動件数 2,656件
（2016）

2,839件
（2019）

子育て支援課調べ

援助会員数

［3月31日現在］
598人
（2016）

732人
（2019）

子育て支援課調べ

地域子育て支援センターの

延べ利用者数

140,265人
（2016）

167,640人
（2019）

子育て支援課調べ

障がい児相談支援延べ利用

者数

1,415人
（2016）

2,304人
（2019）

障がい福祉課調べ

１６ 児童の預かりなどの援助を受けたい人と援助を行いたい人が会員になり、育児に関する援助活動を行うために、

会員間の連絡・調整を行う事業。
１７ 小学校就業前の子どもと保護者に対して、プレイルーム（遊び場）の開放や育児の相談、様々な親子講座等を

行う事業。
１８ 発達に障がいのある、あるいは疑いのある子どもを早期に発見し、適切な療育を実施するため、相談・診断・

検査・訓練等を行い、障がいのある子どもと家族が、地域で安心して生活できるように支援を行う施設。
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重点項目２ 2025 年問題を見据えた「医療・福祉の充実」

（１）重点目標

（２）主要施策

２－１ 高次医療サービスの提供

○ 宮崎市郡医師会病院等の宮崎西インターチェンジ周辺への移転を支援し、地

域の救急医療の中核的な機能の向上を図るとともに、災害時における救急患者

の受け入れや被災地の医療機関の支援体制を確保する。

基本的方向

■ 地域災害拠点病院１９である宮崎市郡医師会病院が十分な機能を発揮できる

ようにする。

■ 市民が安心して医療サービスを受けられるよう、医師や看護師等の人材の

育成や確保を図り、安定した医療提供体制を構築する。

■ 介護ニーズに適切に対応するため、介護に係る人材の育成を図るとととも

に、有資格者の就業に向けた取組を促進する。

■ 地域資源を有効に活用するとともに、地域や高等教育機関２０等との連携によ

り、予防に重点を置いた取組を推進する。

■ 医療、介護、予防、生活支援、住まいにかかわる多様な主体が連携して、

高齢者の住み慣れた地域での暮らしを支える地域包括ケアシステム２１を構築

し、その取組を推進する。

■ 地域における医療や福祉の相談等の支援体制を確保するため、関係機関や公

共施設等の機能の連携を強化するとともに、複合的な相談機能等の向上を図る。

■ 高齢者の地域や社会活動への参加に対して、インセンティブを働かせる取

組を推進する。

■ 障がい者やその家族の地域生活における継続性を確保するとともに、障が

い者の自立と社会参加を促進する。

指標 現況値 目標値 出典等

医療サービスに満足している人

の割合

53.5％
（2017）

56.0％
（2019）

市民意識調査

「いつまでも在宅で生活したい」

と思う人の割合

56.9％
（2017）

62.9％
（2019）

市民意識調査

１９ 災害時における救急患者の受け入れや地域の医療機関への支援等を行う病院。
２０ 初等、中等教育に続く上位の教育機関。大学、短期大学、高等専門学校などがある。
２１ 高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、その有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう、

医療、介護、介護予防、住まい、生活支援サービスを切れ目なく、包括的に提供する体制。
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■ 重要業績評価指標（KPI）

※ 宮崎市郡医師会病院の移転支援は、着手している段階であるため、現況値は表記していない。

２－２ 地域医療サービスの確保

○ 県や関係団体等と連携して、医師や看護師等の育成と確保を図るとともに、

地域医療の安定的な提供体制を維持する取組を推進する。

○ 宮崎市郡医師会等の関係団体と連携して、在宅当番医制や夜間急病センター

の運営など、休日・夜間における初期救急医療体制や高次の救急医療体制を確

保する。

○ 市民の健康に対する意識の向上や各種健（検）診の受診を促進するとともに、

地域ごとの人口分布や社会資源の状況などの地域診断をもとに、地域の特性に

応じた保健事業を実施し、市民の健康増進や生活習慣病等の重症化予防を推進

する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

２－３ 地域包括ケアシステムの構築

○ 地域の医療や介護等に関係する団体や機関が情報を共有し、連携して取り組

める環境を整備することで、在宅医療や介護の一体的な提供を図るとともに、

認知症のケアをはじめ、多様な生活支援や介護予防サービス等が利用できる仕

組みを確立する。

○ 高齢者の健康増進を図るため、高等教育機関と連携するなど、介護予防に重

点を置いた取組を推進する。

○ 地域包括支援センターが作成する要支援認定者のケアプランについて、医療

指標 現況値 目標値 出典等

宮崎市郡医師会病院の移転

支援の実施

―

（※）

実施

（2019）
企画政策課調べ

指標 現況値 目標値 出典等

夜間急病センター開設日数 365日
（2016）

366日
（2019）

保健医療課調べ

特定健診２２受診率 23.6％
（2016）

25.5％
（2019）

国保年金課調べ

胃がん、肺がん、大腸がん、

子宮頸がん、乳がんの５つ

のがん検診の平均受診率

7.9％
（2016）

11.0％
（2019）

健康支援課調べ

２２ メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に着目し、生活習慣病のリスクを検査する健康診査。
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や介護に係る多職種（薬剤師、管理栄養士、作業療法士など）や、サービス提

供事業者の参加のもと、自立や重度化防止に向けたケアマネジメントを検討す

る「自立支援型地域ケア会議」の取組を推進する。

○ 関係機関や関係団体等と連携し、介護に係る人材の育成や質の向上等を図る

とともに、人材の確保や定着に向けた取組を推進する。

○ 高齢者の福祉施設等におけるボランティア活動や地域における生活支援の

取組などを支援し、高齢者の社会参加を促進する。

○ 地域資源や特性を生かし、高齢者向けの住宅サービスと連携するなど、地域

の活性化に寄与するＣＣＲＣ２３の取組を検討する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

※ 地域ケア会議推進事業は、2017 年度からの実施であるため、現況値は表記していない。

２－４ 障がい者の自立と社会参加の促進

○ 障がい者に創作的活動や生産活動の機会のほか、就労に向けた訓練等のサー

ビスを提供し、障がい者の自立と社会参加を促進する。

○ 障がい者基幹相談支援・虐待防止センター２８を拠点に、各種福祉サービスの

相談や利用支援等を行い、障がい児者とその家族の地域生活を支援する。

指標 現況値 目標値 出典等

地域ケア会議２４の開催数 101回
（2016）

90回
（2019）

介護保険課調べ

自立支援型地域ケア会議２５

に諮るケアプラン件数

―

（※）

192件
（2019）

介護保険課調べ

全地域への生活支援コーデ

ィネーター２６の配置数

13人
（2016）

13人
（2019）

介護保険課調べ

認知症サポーター２７養成者

数（累計）

12,840人
（2015～2016）

33,840人
（2015～2019）

介護保険課調べ

２３ Continuing Care Retirement Commnity の略。主に大都市圏の中高年齢者が、希望に応じて地方や「まちな
か」に移り住み、地域住民や多世代と交流しながら、健康でアクティブな生活を送り、必要に応じて医療・介

護を受けることができる地域共同体を想定。
２４ 高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の整備を進めていくために、多職種の協働により、

支援の必要な人の支援内容や地域の課題、その解決策を検討する会議。
２５ 高齢者の生活の質を高めるため、多職種から専門的な助言を得ながら、高齢者の心身の状況把握やニーズに対

して、生活支援など適切なサービスを結び付ける介護予防ケアマネジメントとケアプラン（支援計画）に沿っ

た支援の内容を検討する会議。
２６ 地域包括ケアシステムにおける高齢者の生活支援サービスの体制整備を推進していくことを目的とし、地域の

ニーズと資源を把握し、関係者のネットワーク化や多様な主体への働きかけを行う。
２７ 認知症に対する正しい知識と理解を持ち、認知症の人やその家族に対して、可能な範囲で手助けや応援をする

人。
２８ 障がい児・者に対する総合的かつ専門的な相談支援を実施するとともに、地域の相談支援事業者に対して、訪

問等による専門的な指導や助言、人材育成を行うほか、障がい者の権利擁護や虐待防止を行う事業。
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■ 重要業績評価指標（KPI）

指標 現況値 目標値 出典等

障がい者相談支援延べ利用

者数

6,827人
（2016）

8,652人
（2019）

障がい福祉課調べ

障がい福祉サービスの支給

決定者数

［4月 1日現在］

3,984人
（2017）

4,392人
（2019）

障がい福祉課調べ

就労継続支援Ｂ型事業所２９

の平均工賃額（月額）

18,964円
（2016）

20,000円
（2019）

障がい福祉課調べ

２９ 障害者総合支援法に基づく就労継続支援を行う事業所で、通常の事業所に雇用されることが困難な障がい者に、

就労の機会を提供するとともに、その知識や能力を高めるため、必要な訓練等を行う。就労継続支援には、雇

用契約を結ぶＡ型と結ばないＢ型があり、Ｂ型の利用者は、一定の工賃を得る。
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重点項目３ 生活の質の向上と移住の促進を図る「居住環境の充実」

（１）重点目標

※ 移住センターの開設は、2015年 12月であるため、現況値は表記していない。

（２）主要施策

３－１ 既存ストックの有効活用

○ 関係団体等と連携して、空き家物件の情報収集や提供を行うほか、空き家バ

ンクを運営するとともに、地域振興に資する事業への空き家の活用や、モデル

基本的方向

■ 空き家等の既存ストックの流通を促すとともに、地域振興など他の施策と

連携した取組を推進する。

■ 再生可能エネルギー３０の導入や省エネルギーへの取組などにより、環境負荷

の少ない持続可能な社会の形成を図る。

■ 安定した消防体制を構築するとともに、地域防災のリーダーとなる人材を

育成するなど、防災や減災に適切に対応できる環境を整備する。

■ ごみ減量やリサイクルに対する意識の向上を図るとともに、環境美化や河

川浄化の取組を推進する。

■ 森林の保全を図るとともに、木材の多面的な活用を推進する。

■ 地域活動や市民活動を担う人材を育成するとともに、様々な活動団体等の

連携を促進することで、自律性の高いコミュニティの形成を図る。

■ 各地域のまちづくりの方向性である地域魅力発信プラン３１に即した取組を

支援するとともに、地域資源を生かし、ビジネスの手法を用いて、課題の解

決に向けた取組を促進する。

■ 関係機関や関係団体が連携して、移住希望者が求める情報提供や地域の魅

力発信を行うとともに、移住後のフォローアップ等の支援体制を強化する。

指標 現況値 目標値 出典等

居住環境に満足している人の割

合

72.3％
（2017）

73.5％
（2019）

市民意識調査

協働で行われている事業の数 309事業
（2016）

315事業
（2019）

文化・市民活動

課調べ

移住センターが関与した移住世

帯の３年後の定着率

―

（※）

70.0％
（2019）

企画政策課調べ

３０ 自然界に存在し、枯渇せず永続的に利用可能なエネルギーで、太陽光や太陽熱、水力、風力、バイオマス、地

熱などを指す。
３１ 地域におけるまちづくりの将来像を明確にし、地域で取り組む事業やその主体などを整理した地域自治区ごと

の計画。
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地区を設定して、空き家の改修費や家賃等に要する負担を軽減するなど、中古

住宅の流通の促進を図る。

■ 重要業績評価指標（KPI）

３－２ スマートシティの取組の推進

○ 気候の特性を生かし、住宅用の太陽光発電システムの設置に要する費用の負

担を軽減するなど、再生可能エネルギーの有効な活用を図る。

○ 独自の環境マネジメント規格に基づいて、環境に配慮した活動を行う事業者

の環境マネジメントシステム３２の構築を支援・認証することで、事業者の自主

的な環境保全活動を推進する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

３－３ 防災対策の推進

○ 地域防災リーダーを育成し、防災訓練を実施するなど、市民の防災意識を高

めるとともに、消防団組織の充実強化を図るほか、災害時における備蓄品の配

備や自主防災組織に必要な資機材を整備し、地域における避難路や避難場所等

の環境整備を支援するなど、災害時における避難者等への支援体制を確保する。

○ 警防、予防、救急、救助等の各分野の充実を図り、適切に広域消防を運営す

るとともに、資機材等を計画的に整備・更新し、広域消防体制の強化を図る。

指標 現況値 目標値 出典等

空き家バンク登録件数

（累計）

0件
（2015～2016）

50件
（2015～2019）

建築住宅課調べ

指標 現況値 目標値 出典等

太陽光発電設備導入容量

（10kW未満）
［3月 31日現在］

56,667kW
（2016）

67,339kW
（2019）

資源エネルギー

庁調べ

みやざきエコアクション

認証３３登録事業者数

（累計）

180事業者
（～2016）

195事業者
（～2019）

環境保全課調べ

３２ 企業や団体等の組織が、経営や運営の中で、環境保全に関する取組を進めるにあたり、方針や目標を設定し、

その達成に向けて取り組んでいくための計画や体制・手続き等の仕組み。
３３ 国際的な規格である ISO14001や環境省が制定した認証・登録制度であるエコアクション 21などの環境マネ
ジメントシステムを簡素化した本市独自の認証規格。
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■ 重要業績評価指標（KPI）

３－４ 環境保全の推進

○ ごみの減量やリサイクルを推進するため、環境教育や啓発活動等を行うと

ともに、家庭におけるごみの分別や減量化の取組、地域における資源物回収な

どのリサイクル活動を支援する。

○ 市民や事業者、関係機関、関係団体が一体となって、河川浄化の取組を推進

し、水質の維持・改善を図る。

○ 森林所有者による間伐や植林の取組を支援するとともに、市産材を活用した

木造住宅の建築を促すなど、木材の需要拡大を推進し、森林の公益的機能の確

保を図る。

■ 重要業績評価指標（KPI）

３－５ 地域コミュニティの活性化

○ 自治会等の地域活動、ボランティアやＮＰＯ等の市民活動のほか、地域まちづ

指標 現況値 目標値 出典等

自主防災組織の結成率

［3月 31日現在］
84.8％
（2016）

86.0％
（2019）

危機管理課調べ

消防団員充足率

［翌年度 4月 1日現在］
95.1％
（2016）

96.0％
（2019）

消防局総務課調べ

市の登録料の助成を受けた

防災士３４の数

83人
（2016）

95人
（2019）

危機管理課調べ

指標 現況値 目標値 出典等

市民１人１日あたりのごみ

排出量

970ｇ
（2016）

962ｇ
（2019）

廃棄物対策課調べ

公共用水域環境基準

(BOD３５)達成率
100％
（2016）

100％
（2019）

環境保全課調べ

宮崎市産材関連事業を活用

した住宅戸数（累計）

28棟
（2015～2016）

100棟
（2015～2019）

森林水産課調べ

植林面積 123㏊
（2016）

170㏊
（2019）

森林水産課調べ

伐採面積 309㏊
（2016）

340㏊
（2019）

森林水産課調べ

３４ 特定非営利活動法人日本防災士機構が認証した者。地域の防災意識の啓発、防災力の向上に努め、災害時には、

避難誘導や救助、避難所での世話など、組織や地域の中での活動が期待されている。
３５ Biochemical Oxygen Demandの略で、生物化学的酸素要求量のこと。水中の有機物が微生物の働きによって
分解されるときに消費する酸素量で、河川の汚濁を測定する代表的な指標。
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くり推進委員会３６の活動を支援するなど、地域魅力発信プランに資する取組を促

進するとともに、地域との協働により、地域資源を生かした取組を推進する。

○ 多様で高度化する地域課題の解決に向け、まちづくりを担う人材の育成を支

援するとともに、専門性を有する人材がまちづくりにかかわり、地域の多様な

主体による連携や経営の視点を含めた取組を促進することで、地域や住民ニー

ズに合った公共サービスの提供につなげるなど、自律性の高いコミュニティの

形成を図る。

○ 教育機関や関係団体等と連携して、消費者教育に係る講座等を開催するとと

もに、消費生活に関する相談や苦情等への対応を行うことで、市民の安全・安

心な消費生活の確保を図る。

■ 重要業績評価指標（KPI）

３－６ 移住・定住対策の推進

○ 移住センターを拠点として、雇用や住まい等に係る官民のネットワークを構

築し、移住希望者に対する相談窓口や情報提供の一元化を図るなど、移住希望

者の関心を高める取組を推進する。

○ 移住希望者のニーズに適切に対応するとともに、移住アンバサダー３７や関係

団体等と連携して、移住者のフォローアップを行うなど、移住者の定着を図る。

■ 重要業績評価指標（KPI）

指標 現況値 目標値 出典等

地域まちづくり推進委員会

の委員数

［5月 1日現在］

2,162人
（2017）

2,250人
（2019）

地域コミュニティ

課調べ

地域魅力発信プラン実現の

ために新たな事業に取り組

む地域自治区数

全地域

自治区

（2016）

全地域

自治区

（2019）

地域コミュニティ

課調べ

自治会加入率

［6月 1日現在］
56.0％
（2017）

58.5％
（2019）

地域コミュニティ

課調べ

指標 現況値 目標値 出典等

移住センターが関与した移

住世帯数（累計）

38世帯
（2015～2016）

100世帯
（2015～2019）

企画政策課調べ

移住センターにおける移住

希望者の相談件数

622件
（2016）

680件
（2019）

企画政策課調べ

３６ 地域内外で活動する多様な個人や団体と連携して、地域課題の解決や魅力あるまちづくりを推進する事業に取

り組む地域住民の組織。
３７ 移住や定住促進を目的とした情報提供やイベントの開催など、移住センターの活動に賛同する登録を行った民

間事業者や団体等。
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基本目標Ⅱ 良好な就業環境を確保する

重点項目４ 地域や企業ニーズに合った「人材の育成」

（１）重点目標

（２）主要施策

４－１ キャリア教育・学び直しの場の提供

○ 高等教育機関等が中心となり、地元の教育機関や企業と連携するなど、キャ

リア教育や学び直しの場を提供する取組を支援する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

※ 2017年度から学生の出身地を把握することになるため、現況値は表記していない。

基本的方向

■ 教育機関や地元企業等の関係機関の連携により、地域や企業ニーズに合っ

た人材を育成する。

■ 企業経営者の経営に対する認識やノウハウを高め、従業者のスキルアップ

を図るなど、質の高い人材の育成を促進する。

■ 企業のマネジメント層の人材を育成するとともに、外部からの人材登用を

促進する。

■ 新規就農者の生産性を向上させる仕組みを構築するほか、農業法人等にお

ける雇用を確保するなど、新たな担い手や後継者を育成する取組を推進する。

■ 地元企業の雇用環境などの見える化を推進し、学生や保護者等の地元企業

への興味や関心を高め、就業につなげていく。

指標 現況値 目標値 出典等

県内就職した新規学卒者の３

年以内の離職率

高校 43.6％
大学 41.2％
（2016）

高校 40.0％
大学 32.0％
（2019）

宮崎労働局調べ

県内新規学卒者の就職内定者

のうち県内就職内定率

高校 56.8％
大学等 48.2％
（2016）

高校 65.0％
大学等 53.3％
（2019）

宮崎労働局調べ

指標 現況値 目標値 出典等

県内高校生の県内大学・短

大への進学率

28.9％
（2016）

30.4％
（2019）

学校基本調査

（文部科学省）

市の支援する地元定着事

業を活用した地元就職を

希望する学生（県内出身

者）の増加率

―

（※）

15.0％
（2019）

企画政策課調べ
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４－２ 地域や企業ニーズに対応した人材の育成等

○ 高等教育機関が実施する地域課題や地元企業のニーズに合った調査研究を

支援する。

○ 専門機関が実施する研修や訓練等への地元企業の参加を支援し、経営者や従

業員の経営能力や技能等の向上を図る。

○ 地元企業におけるマネジメント層などの人材の育成や、高度人材の外部から

の登用を支援し、産業の活性化や雇用の促進を図る。

○ 専門的知識やスキルを習得する講座や研修等を実施し、不足する産業分野の

人材の育成を図るとともに、雇用の安定的な確保につなげる。

○ 地元企業に就職した若い世代の早期離職を防ぐため、企業のマネジメント層

に対し人材の育成や活用に関する研修を実施するなど、若い世代が継続して就

業しやすい環境を整備する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

※ 高度ＩＣＴ技術者雇用促進事業は、2017 年度からの実施であるため、現況値は表記していない。

４－３ 新規就農者・農業法人の育成

○ 多様化する就農ルートや就農形態に対応するため、就農希望者に対する就農

相談会等での情報提供を強化するとともに、専門機関が実施する農業研修等を

支援し、新規就農の促進を図るほか、農業後継者が就農しやすい環境を整備す

る。

○ 就農時における農地の確保や初期投資の軽減を図るとともに、就農後の研修

や関係機関と連携した営農指導を実施し、新規就農者の定着や早期の経営安定

につなげる。

○ 制度資金の借入れに要する経費の負担を軽減するなど、新規就農の受け皿と

なる農業法人の育成や経営の安定を図るとともに、農業法人等の安定的な雇用

の確保を支援することで、農業従事者の増加につなげる。

指標 現況値 目標値 出典等

市が支援する就職セミナー

等を受講して就職した人の

数（累計）

56人
（2015～2016）

180人
（2015～2019）

商業労政課調べ

高度ＩＣＴ技術者新規雇用

者数（累計）

―

（※）

51人
（2017～2019）

工業政策課調べ
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■ 重要業績評価指標（KPI）

４－４ 地元企業への就職を促す仕組みの構築

○ 国や県などの関係機関と連携した企業就職説明会のほか、地元企業や学校な

どと連携して、情報交換会やプロモーションイベントを開催するなど、学生や

保護者等の地元への関心を高め、地元企業への就職を促進する。

○ ＩＣＴを活用して、地元企業の雇用環境の見える化を推進するとともに、若

い世代と地元産業との交流の場を創出するなど、地元への定着やＵＩＪターン
３８を促進する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

指標 現況値 目標値 出典等

新規就農者数（累計） 199人
（2015～2016）

350人
（2015～2019）

宮崎県調べ

指標 現況値 目標値 出典等

就職説明会参加者のうち就

職決定者数（累計）

217人
（2015～2016）

628人
（2015～2019）

宮崎労働局調べ

雇用・人材アプリインスト

ール数（累計）

4,112件
（2015～2016）

12,000件
（2015～2019）

商業労政課調べ

３８ 進学や就職等で、地方から大都市圏に出たのち、再び地方に就業・移住すること。Uターンは出身地に、Jタ
ーンは出身地の経路にある地域に、Iターンは出身地と全く異なる地域に移住すること。
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重点項目５ 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」

基本的方向

■ 農地の集約を促進するとともに、再生可能エネルギーやＩＣＴを活用する

など、省力化や生産コストを削減し、農林水産業の生産基盤の確立を図る。

■ 多様な視点から、異業種間のマッチングを図るとともに、波及効果の高い

産業や事業に重点して投資することで、生産性と効率性を持った取組を推進す

る。

■ 的確に企業動向を収集し、都市部からの人の流れと地元企業との連携を意

識した企業誘致を展開する。

■ 官民によるオープンイノベーション３９の取組を推進し、各分野における課題

の解決につなげていく。

■ 官民における創業支援機関が支援体制を構築し、創業前後における支援を

充実することで創業率を高める。

■ 円滑な事業承継を推進し、中小企業の活力の維持・向上や経営の活性化を

促すことで、雇用の継続と確保を図る。

■ 中心市街地に民間投資を生む環境を整備し、ＩＣＴ関連産業や商業等の集積を

図るとともに、イベント等の開催により、働く場、交流の場としての中心市街地

の魅力を向上させる。

■ 地域経済を維持・活性化していくために、女性や高齢者の雇用を促進し、

労働力の確保を図る。

■ 給与などの処遇面における雇用条件の改善を図り、若い世代の地元への定

着やＵＩＪターンを促進する。

■ 企業等の自主的な取組を促し、処遇面などの改善を図るとともに、ワーク・

ライフ・バランスの推進により、労働の継続性を高める。

３９ 技術やアイデアを、企業等の枠を超えて組み合わせ、革新的で新しい価値を創り出すこと。
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（１）重点目標

（２）主要施策

５－１ 農林水産業の生産基盤の確立

○ 施設の有効活用、省力化や生産コストの削減等に資する再生可能エネルギー

やＩＣＴ、資機材等の導入費用の負担を軽減するほか、ＩＣＴの普及を担う人

材の育成を支援するとともに、野生鳥獣の被害を防止することなどで、生産性

の向上を図る。

○ 畜産業の生産基盤となる施設整備や機械設備等の設置をはじめ、繁殖牛の導

入に係る費用の負担を軽減することなどで、省力化や生産コストの削減を図る。

○ 宮崎県農地中間管理機構４０と連携し、遊休農地の解消や農地の集積・集約化

を図るとともに、担い手の育成などを推進し、農用地の有効活用や高度利用を

促進する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

５－２ 企業立地と設備投資の促進

○ 中小企業に対して、低利の融資の提供や資金の借入れに要する経費の負担を

軽減するとともに、金融相談等を実施し、中小企業の経営安定化を図る。

○ 地元企業への波及効果が期待できる中核的企業の設備投資等に要する負担

を軽減し、生産性の向上を図るとともに、新規雇用や人材の育成を支援し、産

指標 現況値 目標値 出典等

正規雇用者数 98,500人
（2012）

98,500人
（2017）

就業構造基本

調査（総務省統

計局）

市内の女性の有業率 50.8％
（2012）

51.0％
（2017）

就業構造基本

調査（総務省統

計局）

市内の 60歳以上 70歳未満の
有業率

51.7％
（2012）

56.0％
（2017）

就業構造基本

調査（総務省統

計局）

指標 現況値 目標値 出典等

農業産出額 384億円
（2015）

370億円
（2019）

市町村別農業産

出額試算

（農林水産省）

４０ 農業の担い手への農地集積・集約化を推進し、農地の有効利用や農業経営の効率化を図るため、都道府県に一

つ設置されている組織。
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業界の経営安定と雇用を促進する。

○ 的確に企業動向を収集し、経済波及効果の高い産業を中心に企業誘致活動を

行うとともに、立地企業に対する支援制度を設けるなど、企業立地の促進と立

地企業の定着を図る。

■ 重要業績評価指標（KPI）

５－３ 創業や事業承継等の促進

○ 官民における創業支援機関がネットワークを構築し、インキュベーションル

ーム４１の提供、経営相談や指導のほか、資金の調達など、相互に連携しながら、

創業前後における支援を充実する。

○ 中小企業等が実施する事業承継やＭ＆Ａ４２を支援し、円滑な事業の引き継ぎ

を促進することで、雇用の継続や確保、経営の活性化を図る。

■ 重要業績評価指標（KPI）

※ 事業承継支援事業は、2017 年度からの実施であるため、現況値は表記していない。

５－４ 新商品・新技術等の開発

○ 中小企業等が高等教育機関や研究機関等と連携して、経営改善や技術・製品

開発等を行う取組を促進する。

指標 現況値 目標値 出典等

製造品出荷額 2,077億円
（2014）

2,306億円
（2019）

工業統計調査

（経済産業省）

立地企業数（累計） 26件
（2015～2016）

50件
（2015～2019）

工業政策課調べ

立地企業における新規雇用

予定者数（累計）

936人
（2016）

840人
（2017～2019）

工業政策課調べ

指標 現況値 目標値 出典等

創業支援事業計画４３に基づ

く創業者数（累計）

228人
（2015～2016）

678人
（2015～2019）

商業労政課調べ

市が支援した事業承継等の

件数（累計）

―

（※）

30件
（2017～2019）

商業労政課調べ

４１ 新たに創業を予定している方や創業間もない企業等に、事業の立ち上がりから成長段階において、個室・会議

室の提供やマネージャー等による総合的な支援等を行う施設。
４２ Merger and Acquisitionの略で、企業の合併や買収と訳される。事業譲渡や株式譲渡等により、第三者に経営
権を移転すること。

４３ 産業競争力強化法に基づき、地域における創業の促進を目的に、市区町村が創業支援事業者と連携して行う事

業に関して策定する計画。
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○ 消費者ニーズに対応するため、生産者団体と観光商工団体等で構成するみや

ＰＥＣ推進機構や、生産者自らが取り組む地元の農畜水産物を使用した新たな

商品・メニューの開発を支援する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

５－５ 中心市街地のにぎわいの創出

○ 地権者等と連携して、遊休不動産の改修や活用、新規入居者への支援を行う

など、中心市街地への産業の集積と雇用の拡大を図る。

○ 中心市街地におけるオープンスペース等を有効に活用し、関係団体等と連携

して多彩なイベント等を実施するとともに、適切に情報を発信し、商業の活性

化やにぎわいの創出を図る。

■ 重要業績評価指標（KPI）

５－６ 雇用形態の多様化・労働力の確保

○ 女性の社会参加を支援するセミナーや就業体験等を実施するとともに、ひと

り親世帯に対して、就業に向けた資格取得に係る費用の負担を軽減するなど、

就業につながる環境の整備を図る。

○ シルバー人材センターの活動を支援し、高齢者の就業ニーズに合った業務の

創出や安定的な雇用につながる派遣事業を推進するなど、高齢者の多様な働き

方に対応した雇用や就業機会を確保する。

指標 現況値 目標値 出典等

６次産業化関連補助事業活

用事業者数（累計）

10件
（2015～2016）

25件
（2015～2019）

農政企画課調べ

市が支援した企業と大学等

の研究機関との共同取組事

例数（累計）

3件
（2016）

9件
（2017～2019）

工業政策課調べ

指標 現況値 目標値 出典等

中心市街地におけるクリエ

イティブ産業４４従業者の増

加数（累計）

999人
（2015～2016）

1,696人
（2015～2019）

商業労政課調べ

中心市街地において空き店

舗関連事業を活用した出店

数（累計）

18件
（2015～2016）

40件
（2015～2019）

商業労政課調べ

４４ デザイン、広告、ソフトウェア開発、コンピュータ・サービス、芸術など知的財産権を有する産業分野の総称。
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○ 関係機関と連携し、テレワーク４５や短時間勤務等の働き方の啓発を図る。

■ 重要業績評価指標（KPI）

５－７ 雇用環境の改善

○ 官民が一体となって、育児休暇や有給休暇の取得を促進し、長時間労働を是

正するなど、ワーク・ライフ・バランスの普及を推進することで、働きやすい

環境の整備を図る。

○ 家庭、学校、職場や地域等における男女共同参画の意識の啓発や人材の育成

を図るとともに、市民や市民団体等の交流促進や誰もが安心して相談できる機

能を備えた男女共同参画センターを拠点として、講座の開催や登録団体の活動

支援など、男女共同参画社会の実現に向けた取組を推進する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

※ 宮崎市イクボス同盟は、2017 年度に設立されたため、現況値は表記していない。

指標 現況値 目標値 出典等

市の支援する女性の就労支

援事業を活用した就職者数

（累計）

55人
（2015～2016）

95人
（2015～2019）

商業労政課調べ

シルバー人材センターにお

ける派遣事業の受注件数

（累計）

132件
（2015～2016）

492件
（2015～2019）

商業労政課調べ

指標 現況値 目標値 出典等

くるみん４６認定企業数

［3月 31日現在］
13社
（2016）

15社
（2019）

宮崎労働局調べ

「仕事と家庭の両立応援宣

言４７」を行う事業所数

［3月 31日現在］

311件
（2016）

450件
（2019）

宮崎県調べ

宮崎市イクボス同盟４８加盟

事業所数

［3月 31日現在］

―

（※）

17件
（2019）

文化・市民活動課

調べ

４５ 情報通信機器を利用し、会社以外の場所で仕事を行う勤務形態のことで、場所や時間にとらわれない柔軟な働

き方。
４６ 厚生労働省が、一定の基準を満たした企業を「子育て支援サポート企業」として認定する制度の愛称。
４７ 宮崎県が、従業員の仕事と家庭の両立を促進する「働きやすい職場づくり」の取組を宣言する事業所を登録す

る制度。
４８ ワーク・ライフ・バランスを推進する職場づくりに取り組み、または取り組もうとしている市内の事業所で構

成された団体。
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基本目標Ⅲ 魅力ある価値を創出する

重点項目６ 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」

（１）重点目標

（２）主要施策

６－１ 宮崎らしさを生かした取組の推進

○ 豊かな食材や恵まれた自然、古来から伝承されてきた神話、国指定史跡であ

る生目古墳群など、地域の特徴を生かした観光地域づくりを推進し、観光資源

の魅力を向上させる。

○ 花のまちづくりの推進拠点である「フローランテ宮崎」の運営をはじめ、緑

基本的方向

■ ターゲットを明確にした上で、適切な時期に適切な場所で、関心を持たせ

る情報発信を行う。

■ フードビジネスや観光産業等による異業種間の連携を強化し、市域で外貨

を稼ぐ取組を推進する。

■ 観光資源のブラッシュアップや魅力ある観光商品の開発等を行うととも

に、広域的な観光地域づくりを推進することで、インバウンド４９を含めた観光

客の回遊性や滞在性を高める。

■ スポーツキャンプや合宿、大会誘致を図るとともに、認知度のあるプロス

ポーツキャンプ等を生かし、誘客効果の高い取組を推進する。

■ 観光地や宿泊施設等での観光客の利便性を高める受入環境を整備する。

■ アフターコンベンション５０の充実やユニークベニュー５１の創出等を図り、

ＭＩＣＥ５２の誘致を推進する。

■ 農畜水産物や加工品のブランド化を推進し、「食」への理解や地産地消の取

組を促すとともに、国内外への販路を拡大する。

指標 現況値 目標値 出典等

宿泊者数 2,346千人
（2016）

2,800千人
（2019）

宮崎市観光統計

観光消費額 844.8億円
（2016）

860億円
（2019）

宮崎市観光統計

観光入込客数 6,391千人
（2016）

6,500千人
（2019）

宮崎市観光統計

４９ 訪日外国人旅行者。
５０ 見本市やシンポジウム、博覧会などのコンベンションの後の催しや懇親会。
５１ 美術館や博物館、歴史的建造物など、地域の特性や特別感を演出できる会場。
５２ 会議（Meeting）、研修や社員旅行（Incentive Travel）、国際会議や集会（Convention）、展示会や見本市、
（Exhibition/Event）の頭文字で構成する造語。多くの集客交流が見込まれるビジネスイベントの総称。
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化重点地区や市内各所における重点花壇等の整備、公民連携や市民協働の取組

などにより、回遊性があり、一年中花と緑のあるまちづくりを推進する。

○ 教育旅行やＭＩＣＥの誘致に向け、大都市圏での情報発信を行うとともに、

アフターコンベンションの充実やユニークべニューの創出を図り、本市で開催

されるコンベンション等の開催を支援する。

○ ターゲットを設定し、効果的な手段でプロモーションや旅行商品の造成等を

行うことで、本市の認知度や魅力を向上させ、交流人口の拡大を図る。

■ 重要業績評価指標（KPI）

６－２ スポーツランドみやざきの推進

○ プロ野球やＪリーグ等のプロスポーツキャンプの受入態勢の充実を図ると

ともに、プロゴルフトーナメント等のプロスポーツイベントの開催を支援する

など、スポーツランドみやざきの認知度の向上と誘客の促進を図る。

○ 温暖な気候や恵まれた自然、スポーツ施設などの良好な環境を国内外に発信

し、アマチュアスポーツの大会や合宿を誘致するなど、「総合スポーツ戦略都

市みやざき」の取組を推進する。

○ プロスポーツやアマチュアスポーツの大会や合宿等による誘客と、観光資源

が連携したスポーツツーリズムの取組を推進する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

指標 現況値 目標値 出典等

MICE延べ参加人数 83,231人
（2016）

90,000人
（2019）

宮崎市観光統計

外国人宿泊者数 152,500人
（2016）

200,000人
（2019）

宮崎市観光統計

指標 現況値 目標値 出典等

プロ野球キャンプ来場者数 494,700人
（2016）

640,000人
（2019）

スポーツランド

推進課調べ

プロゴルフトーナメント来

場者数

36,285人
（2016）

42,500人
（2019）

スポーツランド

推進課調べ

Ｊリーグキャンプチーム数 13チーム
（2016）

14チーム
（2019）

スポーツランド

推進課調べ

スポーツ合宿宿泊者数 138,600人
（2016）

150,000人
（2019）

宮崎市観光統計
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６－３ 観光客受入環境の充実

○ 国内外からの観光誘客を図るため、観光拠点となる公共施設の設備を更新す

るとともに、ホテルや旅館等が実施するリノベーション５３、Ｗｉ－Ｆｉ５４環境等

の整備を支援し、観光客の受入環境の充実を図る。

○ 民間事業者が実施する空港等の交通拠点での観光客の滞在性を高める取組や、

主要観光地における交通アクセスを確保する取組などを支援し、観光客の利便性

の向上を図る。

■ 重要業績評価指標（KPI）

６－４ 国内外の市場開拓

○ 商工団体等が開催する物産展やセミナー、商談会等に係る取組を支援し、特

産品等の市場開拓や販路拡大を図る。

○ 周辺の自治体や関係団体、地域と連携して、農畜水産物や産地のブランド化

を推進するとともに、関係団体等が行う海外への輸出の取組を支援し、国内外

への販路拡大を図る。

○ 農商工連携や６次産業化で開発した商品のプロモーション、県内外のシェフ

を活用した食材のＰＲなど、官民の多様な団体で構成するみやＰＥＣ推進機構

の取組を支援し、農畜水産物や加工品等の消費拡大と販路拡大を図る。

■ 重要業績評価指標（KPI）

※ みやざき特産品の販路拡大支援事業は、2017年度からの実施であるため、現況値は表記していない。

指標 現況値 目標値 出典等

県外観光客のリピーターの

割合

56.9％
（2016）

59.0％
（2019）

宮崎市観光動態

分析調査

指標 現況値 目標値 出典等

国内外における物産展の

売上額

3,325万円
（2016）

1,800万円
（2019）

商業労政課調べ

農畜産物のブランド認証

品５５の売上額

79.7億円
（2016）

80億円
（2019）

農業振興課調べ

みやざき特産品の販路拡

大支援事業で開催した商

談会等における成約件数

（累計）

―

（※）

45件
（2017～2019）

商業労政課調べ

５３ 部分的な修繕などを含む「リフォーム」に対し、物件の価値を高めるための改修を指す。
５４ 無線 LAN（Local Area Network）のことで、パソコン等の接続に有線ケーブルを用いず、無線通信を行うも
の。

５５ 消費・販売ニーズを的確に捉え、安全・安心を基本に外観や味、鮮度、規格、旬、栽培方法等の面で一定の基

準以上を備えた商品ブランドとして、宮崎県と宮崎県経済農業協同組合連合会で構成するみやざきブランド推

進本部が認証した農畜産物。
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基本目標Ⅳ 地域特性に合った社会基盤を確保する

重点項目７ 「広域公共交通網の構築とインフラの維持・整備」

（１）重点目標

（２）主要施策

７－１ 都市機能の集約化

○ 公共施設やインフラ等の利用需要の変化を踏まえ、宮崎市公共施設等総合管

理計画に基づき、更新や統廃合、長寿命化、今後増大する維持管理費の低減な

ど、公共施設の最適な配置や運営に向けた取組を推進するとともに、地域経済

の活性化を図る観点から、関係機関や民間との連携によるインフラ等の整備の

ほか、公的資産の利活用を検討し、財政負担の軽減や平準化を図る。

○ 本格的な人口減少・超高齢社会の到来を見据え、医療・福祉施設等の適正な

配置を誘導し、日常生活に必要となる公共サービスが身近に存在する都市構造

を目指す。

基本的方向

■ 都市機能の維持・強化を図るため、インフラの長寿命化、公共施設の総量

の適正化や質を向上させる取組を推進し、民間活力を最大限に生かした管理運

営を行うとともに、公民連携による公的資産の利活用を図る。

■ 都市拠点間を結ぶ陸・海・空路における移動手段を確保するとともに、生

活機能を維持していくため、地域の多様な主体が連携し、路線バスの維持やコ

ミュニティ交通５６の導入など、地域における交通ネットワークを構築する。

■ コールドチェーン５７を踏まえ、トラック輸送におけるネットワークの構築を

図るとともに、モーダルシフト５８を推進することで、物流体制を確保する。

■ フェリー貨物における新たな需要を開拓し、食糧供給基地としての宮崎港

の機能強化を図る。

指標 現況値 目標値 出典等

「公共交通の利便性が確保され

ている」と思う人の割合

22.4％
（2017）

25.4％
（2019）

市民意識調査

５６ 地方公共団体や地域の団体等が主体となり、交通空白地域や不便地域の解消、高齢者などの交通弱者の日常生

活に必要な交通手段を確保する乗合型の公共交通。
５７ 生鮮食品や冷凍食品などを、低温・冷蔵・冷凍の状態を保ったまま、産地から消費地まで流通させる仕組み。
５８ トラックによる幹線貨物輸送を、大量輸送が可能な海運や鉄道に転換すること。
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■ 重要業績評価指標（KPI）

７－２ 広域公共交通網の構築

○ 団体利用の支援や関係機関と連携したＰＲ等により、宮崎港や宮崎空港の利

用を促進し、国内外からの入込客数の増加を図る。

○ 官民が連携して、日常生活やビジネス、観光等の主要な交通機関となる鉄道

や路線バスの運行を維持するため、利用促進に向けた啓発活動などに取り組む

とともに、地域の多様な主体が運営するコミュニティ交通の運行を支援するな

ど、市域における日常生活に必要な交通手段の確保を図るほか、今後の利用需

要の変化を踏まえ、公共交通網の再構築による広域的な交通ネットワークの形

成を検討する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

７－３ 物流体制の整備

○ 関係機関や関係団体等と連携して、宮崎港の定期航路や宮崎空港の国際航空

を利用する輸送に要する費用の負担を軽減するなど、港や空港を活用した物流

の活性化を図る。

○ トラック輸送におけるネットワークの構築をはじめ、フェリーや鉄道へのモ

ーダルシフトの推進など、物流の活性化に向けた取組を検討する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

指標 現況値 目標値 出典等

「良好な市街地が整備され、

都市機能がコンパクトにまと

まっている」と思う人の割合

44.8％
（2017）

45.0％
（2019）

市民意識調査

指標 現況値 目標値 出典等

主要バスターミナル５９に

おける路線バス乗降客数

1,445千人
（2016）

1,459千人
（2019）

企画政策課調べ

宮崎空港路線利用者数 3,061千人
（2016）

3,100千人
（2019）

企画政策課調べ

フェリー旅客数 178,623人
（2016）

189,000人
（2019）

企画政策課調べ

指標 現況値 目標値 出典等

宮崎港の取扱貨物量 7,535千ｔ
（2016）

7,762千ｔ
（2019）

企画政策課調べ

５９ 宮崎駅、宮交シティ、宮崎空港の３カ所のこと。
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